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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

AYA支援チームのモデル作成に関する研究（分担研究課題名） 

研究分担者 徳永えり子  

独立行政法人国立病院機構 九州がんセンター乳腺科 部長 

 AYA 世代がん患者サポート体制の充実のために、がん診療に関わる全ての医療スタ

ッフが AYA 世代のがん医療の現状、課題についての関心を高め、理解を深める必要が

ある。そのため、院内職員および院外医療者に AYA 世代のがん医療の現状、課題に関

する研修会、講演会を開催した。また、AYA 世代のがん患者の問題点の掘り起こしが

不十分であるため、AYA 世代がん対策チームとして、入院患者のラウンド、会議を中

心とした定期的活動を開始した。また、妊孕性温存に関して地域連携を図ることが重

要と考え、以前より一部のがん診療とがん生殖医療に関わる医療スタッフで行われて

いた福岡がん生殖症例検討会に当院からも AYA 世代がん対策チームとして参加し、今

後さらなる地域連携を図るための交流を行なった。 

 今後 AYA 世代がん患者サポート体制を充実させるための AYA 世代のがん患者の把

握、捕捉の向上、地域での連携をより進める必要がある。 

 

研究協力者  

中山秀樹 九州がんセンター小児科医長 

白石恵子 九州がんセンター臨床心理士 

 

Ａ．研究目的 

 AYA 世代がん患者サポート体制の充実

のために、院内職員および院外医療者に

AYA 世代のがん医療の現状、課題について

の関心を高め、理解を深めるための研修会

を開催する。また、AYA 世代のがん患者の

問題点の掘り起こしが不十分であるため、

今後、AYA 世代のがん患者の把握、捕捉の

向上に努める。また、妊孕性温存に関して、

地域連携を図る。 

 

Ｂ．研究方法 

1. AYA 世代がん対策チームとして定期的

活動を開始した。 

2. AYA 世代のがん医療の現状、課題につい

て院内外の医療スタッフに対して研修会・

講演会を行なった。 

3. 妊孕性温存に関する地域連携を充実さ 

 

 

せるため交流を図った。 

 

Ｃ．研究結果 

1. AYA 世代がん対策チームの活動 

 小児科、乳腺科、腫瘍内科、血液内科、

整形外科、婦人科、緩和ケアチームの医師、

看護師、臨床心理士、理学療法士、ソーシ

ャルワーカー、事務職など、様々な職種か

らなる AYA 世代がん対策チームが形成さ

れ、定期的活動を開始した。AYA 世代のが

ん患者の把握、捕捉のため、電子カルテを

ベースに AYA 世代入院がん患者を確認し、

その中から数名を選択し、病棟にラウンド

し、病棟スタッフと問題点などを話し合っ

た。また、月に１回の会議で情報の共有、

課題対策などを話し合った。 

 

2. AYA 世代がん診療に関する研修会 

(1)院内向け AYA 世代がん研修会 

平成30年10月に、AYA世代のがんの特徴、

学習支援、意思決定支援、就労支援、妊孕

性温存など重要なテーマに関する講義を２

回にわたって行なった。 
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(2)院外医療者向けの講演会 

平成 30 年 12 月 8 日当院主催の講演会で

AYA 世代のがん医療をテーマに、AYA 世代

のがんの特徴、学習支援、意思決定支援、

就労支援、妊孕性温存などについて AYA 世

代がん対策チームのメンバーが講演を行な

った。 

 

3. 妊孕性温存に関する地域連携 

平成 30 年１１月７日、福岡がん生殖症例

検討会にて、AYA 世代がん対策チームとし

て当院からも活動内容を発表した。福岡市

を中心とした、がん診療に携わる医療者と

がん生殖医療に携わる医師や医療スタッフ

と交流した。 

 

Ｄ．考察 

がん専門病院であっても職員の AYA世代が

ん診療に関する知識はまだまだ不十分であ

り、継続的な院内啓発、教育が必要である

ことがわかった。AYA がんサポート体制を

充実させるためにはさらに地域の医療機関

との連携が必須であり、院外の医療スタッ

フへの啓発、教育も継続的に行う必要があ

る。 

Ｅ．結論 

 AYA がんサポート体制の充実のため、更

なる啓発、教育、地域連携の充実を図る必

要がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当なし 

 

Ｇ．研究発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案 

なし 

 

３．その他 

なし 

 

 


